
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構による協力体制

 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構は緊急時において、原子力緊急時支援・研修ｾﾝﾀｰ
（茨城）が窓口となリ、国及び関係自治体の要請に基づき、避難退域時検査場所における検査指導
等の協力を実施するとともに、検査等に関する資機材、車両による支援も実施。 また、ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
（OFC)や緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ（EMC)等へ専門家を派遣。

※平成23年東日本大震災時における
国立研究開発法人日本原子力研究開
発機構の活動

資機材運搬車

移動式体表面測定車

移動式全身測定車

作業員の内部被ばく測定 緊急被ばく医療のための受入体制構築

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
原子力緊急時支援・研修ｾﾝﾀｰ（福井支所）

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
原子力緊急時支援・研修ｾﾝﾀｰ（茨城）

緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

放射線防護資機材
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避難退域時検査場所における活動基本ﾌﾛｰ
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 避難退域時検査は、青森県、原子力事業者、関係機関等の要員により実施。

 検査要員は、検査及び簡易除染が実践できるよう、放射線の基礎等の講義及び機器の取り扱い実
習を含む研修を受講。

※ 避難時の除染や緊急事態応急対策活動等により発生した汚染水・ 汚染付着物等に
ついては原子力事業者が処理。

避

難

住

民

※ 車両の一時保管が必要となった場合は、原子力事業者の協力の下、保管場所を確保。

一時保管等

乗員

車両

・住民については、
汚染拡大防止処
置を行った上で
除染が可能な機
関で除染を実施。
場合によっては、
内部被ばくの検
査ができる機関
へ搬送。

・携行物品につい
ては汚染拡大防
止措置等を実施。

避難所等へ

避難所等へ
携行物品検査

住民

物品
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両

検

査
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易
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染
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民

検

査

簡

易
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訓練風景

40,000cpm
超過

40,000cpm
以下

40,000cpm超過

40,000cpm以下

OIL4
以下

OIL4
超過

OIL4
以下

OIL4
超過40,000cpm

超過

40,000cpm
以下



東通地域における原子力災害時における医療体制

 放射性物質による汚染や被ばくの状況に応じて、下図の医療体制により、適切に対応。

原子力災害医療協力機関 ※県に登録
【13医療機関・2団体】

原子力災害拠点病院 ※県が指定
【2医療機関（青森県立中央病院、八戸市立市民病院）】

高度被ばく医療支援ｾﾝﾀｰ及び

原子力災害医療・総合支援ｾﾝﾀｰ ※国が指定

【国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、国立大学

法人弘前大学等が実施】

原子力災害医療や立地道府県等が行う原子
力災害対策等を支援する。

原子力災害時において、汚染の有無にかか
わらず傷病者等を受け入れ、被ばくがある場
合には適切な診療等を行う。

原子力災害拠点病院では対応できない高度専門的な診療
を行うほか、原子力災害拠点病院等での診療に対して専
門的助言を行う。また、原子力災害医療・総合支援セン
ターは原子力災害医療派遣チームの派遣調整を行う。
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国立大学法人

弘前大学

国立研究開発法人
量子科学技術研究開発機構

ひろさき

ひろさき

協 力

支 援

ひがしどおり

【Ｐ】

PAZ

UPZ

（凡例）

：原子力災害拠点病院

：原子力災害医療協力機関

はちのへ



10．実動組織の支援体制
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 不測の事態の場合は、青森県及び関係市町村からの要請により、実動組織（警察、消防、海保庁、
自衛隊）による各種支援を必要に応じて実施。

東通地域周辺の主な実動組織の所在状況
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ひがしどおり

八戸（はちのへ）海上保安部

弘前（ひろさき）駐屯地
（陸上自衛隊第39普通科連隊等）

UPZ

PAZ

野辺地（のへじ）警察署

むつ警察署

青森（あおもり）駐屯地
（陸上自衛隊第9師団司令部、

第9科学防護隊等）

下北（しもきた）地域
広域行政事務組合消防本部

八戸（はちのへ）駐屯地
（陸上自衛隊第38普通科連隊等）

青森県警察本部

三沢（みさわ）基地
（航空自衛隊北部航空方面隊司令部等）

大湊（おおみなと）地区
（海上自衛隊大湊地方総監部等）

北部上北（かみきた）地域
広域行政事務組合消防本部

青森（あおもり）海上保安部

【Ｐ】

http://www.magtap.jp/dl.html
http://www.magtap.jp/dl.html
http://www.magtap.jp/dl.html
http://www.magtap.jp/dl.html



